
 

 

令和７年度会務及び事業計画 

 
会  務 
 
Ⅰ各種会議 
 １．定時総会      １回        ５月３０日 
 ２．理事会       ６回    その他必要の都度 
 ３．正副会長会                    必要の都度 
 ４．常任理事会   １２回    その他必要の都度 
 ５．部会（総務部、財務部、業務部、広報部、研修部、

社会事業部）           必要の都度 
 ６．顧問等会議                    必要の都度 
 ７．監事会       １回    その他必要の都度 
 ８．監査会       ２回    その他必要の都度 
 ９．綱紀委員会            必要の都度 
１０．支部長会議 
（１）運営委員会     ４回     その他必要の都度 
（２）支部長会議     ３回 
（３）正副支部長会議   １回 
１１．その他の委員会 
（１）選挙管理委員会             必要の都度 
（２）候補者選考委員会         必要の都度 
（３）境界鑑定委員会          必要の都度 
（４）紛議の調停委員会             必要の都度 
（５）法規委員会            必要の都度 
（６）苦情処理委員会               必要の都度 
（７）新人研修委員会          必要の都度 
（８）境界シンポジウム運営委員会    必要の都度 
（９）筆界特定制度推進委員会      必要の都度 
（10）他緊急を要する委員会       必要の都度 
１２．法務局 
（１）法務局との協議会         必要の都度 
（２）法務局との表示登記等事務連絡会  必要の都度 
 
Ⅱ日調連各種会議 
 １．定時総会         １回  ６月１７日～１８日 
 ２．会長会議         ２回    その他招集の都度 
 ３．担当者会同               招集の都度 
４．新人研修会     ２回  ９月２１日～２２日 
                    東京開催 
               ２月１５日～１６日 

          大阪開催  
 
Ⅲ関ブロ各種会議 
 １．定例総会         １回    ６月８日～９日 
                  当番会 新潟会 
 ２．会長会議                 招集の都度 
 ３．担当者会同               招集の都度 
 
Ⅳその他の会議 
 １．(公社)静岡県公共嘱託登記土地家屋調査士協会 

との協議会            必要の都度 
 ２．静岡県境界問題連絡協議会幹事会  必要の都度 
３．他会との協議会            必要の都度 

 ４．静岡県専門事業者団体連絡協議会  招集の都度  
 ５．くらしの無料合同相談会      １１月２９日 
 ６．静岡県士業種連絡交流会      招集の都度 
 ７．無料合同相談会           ２月７日 
 ８．静岡県災害対策士業連絡会     招集の都度 
 ９．顧問県議団との懇談会       必要の都度 
１０．司法書士会との意見交換会     必要の都度 
１１．弁護士会との合同勉強会      必要の都度 
 

 
事  業 
 

Ⅰ業務の改善並びに研究 

 １．法務局との表示登記等事務連絡会の実施 

 ２．各研修会（新人研修会含む）の企画及び実施 

  ３．年次研修の実施 

 ４．会員指導委員会の実施 

 ５．境界に関する調査・研究 

 ６．事務所経営安定化の研究 

 ７．資料地図の収集・管理 

 ８．会務通信WEB版の発行 

  

Ⅱ業務の拡充 

 １．筆界特定とＡＤＲの連携 

 ２．空き家等対策への対応 

 ３．国土調査法第１９条第５項の対応 

 

Ⅲ制度の啓発 

 １．出前授業・インターンシップの実施 

 ２．災害協定に基づく研修及び研修会支援 

  ３．対外啓発の実施 

  

Ⅳ静岡境界紛争解決センター 

 １．紛争についての調停に係わる手続の実施 

 ２．業務に関与する者に対する研修会の実施 

 ３．ＡＤＲ認定土地家屋調査士に対する研修会の

実施 

 ４．ＯＤＲ（遠隔地調停）等の実施に関する研究 

 ５．簡易調停の研究 

 ６．ＡＤＲ認定調査士の活用に関する研究 

 

Ⅴその他の事業 

１． 制度改革に対する対応 

２． 球技大会の実施 

３． 趣味同好会の実施 

４． 各種保険の斡旋 

５． 各種物品等の斡旋 

６． 年金基金の加入推進 

７． ＡＤＲ特別研修 

８． 調査士の日無料登記相談会の実施 

９．法務局の重要施策を周知するための重点取組

に協力 

１０．大規模災害対策基金の管理 

 

 


